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6 . 戦争と労働組合 

























































戦｣, 海の主力, 空母, 巡洋艦など主要な武器は





































をあらたに造る｡ ドイツでは ｢労働戦線｣ であ































































金のほぼ 3 倍であった｡ さまざまな経費を見込
んでも, とにかく生活はできよう｡ 敗戦後, 比
較的大きな改定があった1958年をとると, さき




























































研究所は, いまは法政大学の 1 機関だが, もと
もとは当時の大企業, 倉敷紡績のオーナー, 大
原孫三郎の出資による大阪での大きな研究所で























とする｡ なお高野は敗戦後 NHK 初代の会長に



































調する｡ ｢末期｣ の資本主義を革新するもの, 
と位置づけている｡ 自由主義にもとづく資本主




革新の方向は森戸によれば 3 つある｡ 第 1 , 
英米の ｢民主主義｣ であり, ｢集団主義的｣ な
労働秩序を重んじる｡ 第 2 , ドイツ, イタリア
の ｢全体主義｣ であり, 経営共同体的秩序を重
視する｡ 第 3 はソ連の ｢社会主義｣ である｡ こ




も森戸は指摘する｡ それは ｢上からの変革｣ の
つよさであり, ｢ややもすれば官僚臭と資本家
的色彩のみが濃くなり・・・勤労大衆の離反を
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組合の事務所を占拠し解散させたのである｡ 問
題はそのあとの労働者の発言をどのように確保















もある) を成立させ, それによって ｢労働戦
線｣ をつくった｡ その施行令もふくめた法律面
の規定は, 労働者の発言の機構として ｢信任者
会議 Vertrauensrat｣ を設けた｡ ことばに即して
いえば ｢頼りになる人たちの会合｣ とでもいえ
よう｡ 当時の日本語文献は多く ｢信任者会議｣ 





その理解には ｢信任者｣ すなわち ｢頼りにな
る人｣ ということばが鍵になろう｡ 後代のドイ
ツの職場では ｢頼りになる人 Vertrauensman｣ 
という言葉は職場委員をさす｡ 職場委員とは英









任者｣ は, 法律上はやや人数が少ない｡ 人数は
国民労働秩序法に規定され, 20－49人規模の事
業所では 2 名, 50－99人規模では 3 名, 200－399
人規模では 5 人, あと300名を増すごとに 1 名, 

















らびに生産性の向上に参加し, また, 労働者, 
職員はかれらの社会的, 経済的利益をまもるた
めに発言すべきであり, そのために ｢事業所協議




この機関は ｢経営協議会｣ と訳される｡ 実態を





以外のなにものでもない｡ その点山田 ［1989, 
p.180］ はきちんと本文で記しており, また正
確に事業所と訳しているのは, わたくしの知る



















































うまれていた, とブルーメはいう (二神, オッ
トー・ブルーメ ［1975, p.116］)｡ それをドイツ
の伝統にしたがい法律化したのが, いま EU で
ヨーロッパの多国籍企業に適用される制度のも
ととなっている｡ すなわち1952年の経営組織法




















この法律はとり扱う事項を 3 つにわけ, それ
ぞれ発言権を規定している｡ 
第 1 , ｢社会的事項｣ であって, それは事業所














第 2 , ｢人事事項｣ である｡ 従業員の採用, 配
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転, 解雇であり, きわめて重要な労働条件であ




























え ｢信任者会議｣ を設けたのであった｡ 規定上
は多少とも1920年法をひきついだか, とおもわ
れる｡ 信任者とは従業員代表である｡ 従業員と
は ｢労働者｣ と ｢職員 Angestellte｣ (戦前の日





































｢信任者会議｣ の機能面はどうか｡ 法律では, 












法律上その調停者にあがる (菊池春雄 ［1941］, 
協調会 ［1936］)｡ 
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という (Frese ｢1991｣ pp.177, 78, 194.)｡ 日本
の産業報国会をみる際の重要な視点が示唆され
よう｡ 
6 . 3 . 産業報国会をめぐる議論 






















働者組織を軽視しているにすぎない  (小池 














っている (中村 ［1963］ p.263)｡ それはまこと
にありそうなことだ｡ また, のちにも引用する







明に主張している (大河内 ｢1972｣)｡ そしてか












大河内のいう ｢総資本の理性｣ である｡ 
この抽象的な概念を体現するものの一翼が産
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と強めるよう主張した  (服部英太郎  ｢1941, 






加者の桜林 ［1985］ は, 大河内理論そのものは
大いに評価しながら, 真っ向から反論する｡ 桜
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ることができる｡ 















































野を広げた枠組を展開する｡  とりわけ萩原 
［1983］ は産業社会のもっともむつかしい枠組, 
労使関係につき, つぎのふたつのモデルを提示
する｡ ひとつはａ1. ｢団体交渉｣ であって, 労
資は基本的に利害が対立する, との考えがその
基底にある｡ その典型は現代の英や米などであ




本主義 Welfare capitalism である｡ 従業員組織を
つくり, 事業所レベルでのコミュニケーション
をはかり, 企業福祉を増進した｡ ただし, 極度
にきびしい大恐慌の環境下, 多くが敵対的な労
使関係にその後転換した｡ 米につきその点を解
明した, Moriguchi ｢2005｣ というすばらしい研
究がある｡ 
日本は1931年までａ1 の途を内務省社会局が






いる｡ Aoki ｢1988｣ 風の経営者像でもある｡ 
そこで内務省社会局のエリートは, 1930年代


























し枠組の提示である｡ すなわち ｢ａ2 協力的な





のか, その点が不分明である｡ というより, ど
ちらかといえば, 企業内にとどまる, とみるよ
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にくいであろうから｡ 
戦前日本は周知のように徴兵であった｡ 徴兵
とは志願兵と違い, 税金とならぶ国民の 2 大義
務のひとつであり, 逃れることはできなかった 
(仮病をつかって逃れた高学歴者の卑怯な例も




男性を選び,  2 － 3 年間 (規定では 2 年, ときに 



















(米陸軍 ｢日本陸軍便覧｣ p.17.), 兵士への賃金
額はほぼつぎの表となる｡ 
 
表 6－1 戦時の兵士への国家からの給与 
 月額基本給 (円) 戦時加俸をふくめた合計額 
   伍 長 20.00 40.00 
兵 長 13.50 27.00 
上等兵 10.50 21.00 
一等兵 9.00 18.00 
二等兵 6-9.00 14.00 (基本給を中間の7.00として算出) 




出所： 米陸軍省編 , 菅原完訳  ｢日本陸軍便覧｣ 
1998, 光人社, p.17. 
うえの金額は当時の製造業男性賃金平均額月
80円からみればはるかに少なく, かりにベテラ
ン兵士の兵長としてもその 3 分の 1 , 現役兵で







物価｣ (製造業平均賃金, Ｂ系列, p.108) にもと
づく｡ 
まして ｢応召｣ となれば事情は一層きびしい｡ 
応召とはａ. 現役後, 職場で働いていても戦時

















兵士, 家族の生活保障｣ を決議した｡ 他の組合
もひとまず同様な決議をした｡ 問題はもちろん
決議ですまない｡ それをどれほど実行できたか
にある｡  さいわい内務省社会局  ｢昭和  7 年 
(1932年) 労働運動年報｣ (刊行は1933年, 以下
同様) は, 大阪府の調査結果を記している｡ 調
査時点は1933年 3 月, つまりほぼ満州事変, 第
一次上海事変当時の日本企業の対応を知る時期
といえよう｡ それは68事業所の対応の摘要であ
って, 表 6－2 にまとめてみた｡ なお事業所規
模200人以上の事例だが, 名前からすればほぼ
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大企業中心で一部中企業とおもわれる｡ 
また日中戦争開始時の1937年時点では, 総同






表  6－2 出征兵士への企業からの手当 
― 1933年, 大阪府調査, 1937年総同盟調査 
      1933年大阪府調査  1937年総同盟調査  
 事例数 ％  事例 ％  
              出征の全期間への支払い 36 (6) 52.9  28 70  
全額 19 (4) 27.9  8 (1) 20  
ほぼ2／3 3 (1)   10 (2)   
ほぼ半額 12 (1)   8 (1)   
ほぼ1／3 2   2 (1)   
              ある期間までの支払い 18 26.5  10 25  
一年ほど 2   3 (2)   
半年ほど 1   4 (1)   
3ヶ月ほど 4 (1)   2   
一ヶ月ほど 11 (1)   1   
              一時金 7 (2) 10.3  1   
以上小計 61 89.7  39 95  
              なし 3   1   
未定 4      
小計 7 10.3     
              計 68 (10) 100  40 100  
       
注： かっこ内は総同盟加盟組合の事例数, 内数である｡ 総同盟加盟組合の事例の算出方法は本
文参照｡ 
出所：1933年時点は内務省 ｢昭和 7 年 (1932年) 労働運動年報｣, pp.329－335｡ 
1937年時点は総同盟機関誌 ｢労働｣ 1937年 8 月 1 日号, および 9 月 1 日号｡ 
 
注記しておくべきことは少なくない｡ 出征全



























とも, 規模の効果によった, とおもわれる｡ 他
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周知のように1931年 9 月, 中国満州地方, い
まの東北地方に駐屯していた日本の関東軍約 1 
万500 (のち朝鮮から4,000名の応援があった) 
は, 作戦主任参謀, 石原莞爾中佐の主導のもと, 
10万の中国軍を攻撃し, 数ヶ月でほぼいまの中


















































うに1931年 9 月であり, そのほんの 1 ,  2 ヵ月後
各組合の全国大会がつぎつぎと開かれる｡ この




けた｡ ところがこの 9 つの組合大会で, 満州事変
関連の記事があるのは, つぎの 3 つにすぎない｡ 
第一, 左翼の ｢総評議会｣ は当然のことなが
ら ｢帝国主義戦争絶対｣ を決議した｡ ただし, 
その大会は満州事変のはじまる前, 同年 4 月の
ものであった｡ 
第二, 中間派の ｢総聯合｣ は同年10月すなわ
ち満州事変がはじまってまもなくながら, おな
じく ｢帝国主義戦争反対｣ を掲げた｡ しかしな
がら実際は, その前後すくなからずが ｢国家主
義｣ を掲げ, 総同盟をこえて右に移動するので








機関紙 ｢労働｣ の, 一般にはくわしい大会記事
にはなんの記載もなく (｢労働｣ 257号), 内務省 





























内務省1932年 ｢労働運動年報｣ となると, 事
態はより明白となる｡ それは労働運動を以下の 








家社会主義｣ や ｢日本主義｣ をとなえる一派で
ある｡ 満州事変まえの中間派である ｢総聯合｣ 
















る｡  8 割という圧倒的多数は総同盟やそれと志
をおなじくする第一グループである｡ 他方, 日
本主義や国家主義はまだ 5 ％に達しなかった｡ 
左翼は 1 割をしめた｡ 
 
表 6－4 労働組合組織 ― 1932年末 
    組合員数 (％) 
      第 1 の流れ：右翼：社会民主主義, 労働組合主義 272,801 79.8％ 
うち総同盟 32,436  
海員組合 95,114  
      第 2 の流れ：極右翼：日本主義, 国家主義小計 32,318 4.6％ 
うち元中間派 24,438  
そのうち総聯合 15,735  
      第 3 の流れ：左翼 36,825 10.8％ 
うち左翼社会民主主義 32,150  
共産主義 4,675  
      計 341,944名 100％ 
   
出所：内務省 ｢昭和 7 年 (1932年) 労働運動年報｣ 
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とわたくしはみる｡ だが, 他方, 戦争支持と目さ
れる産業報国会への参加を, あくまで労働組合を













年報｣ による｡  3 つの流れへの区分, それぞれ
の人数はすべてこの年報による｡ 
 
表 6－5 労働組合の 3 つの流れ ― 1937年 
   第 1 の流れ：｢労働組合主義｣ 計 239,299 67.1％ 
代表例：総同盟 65,498  
海員組合 99,733  
海員協会 17,259  
日本製鉄従業員組合 10,680  
日本港湾従業員組合 10,253  
日本交通総聯盟 16,727  
      第 2 の流れ：日本主義計 111,519 31.3％ 
代表例：自彊組合 (石川島造船) 6,629  
日本労働組合総聯聯合 14,484  
海軍官業労働組合聯盟 43,738  
逓信従業員会聯盟 5,197  
      第 3 の流れ：合法左翼計 5,631名 1.6％ 
全国評議会, 代表例というより, これのみであった｡  
      計 356,449名 100 
   




重はかつての 8 割から 3 分の 2 に減った｡ 減少
分の一部は第二の日本主義へと流れたが, 他方, 
もともとは合法左翼の中心部隊の一部が左翼か





れは日中戦争の開始から 4 ヶ月後であった｡ 
1932年時点よりはるかに増加したのは, 第二
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の流れ, 日本主義を標榜するグループである｡ 
かつてわずか 5 ％であったのが,  3 割にものぼ
った｡ このグループが続々と産業報国会に入る｡ 
第 3 の流れ, すなわち左翼はかつての 1 割から 













表 6－6 労働組合組織の増減 ― 1931－1940年 
       労働団体数 組合員数 対前年増減人数 対前年増減率 (％) 組織率 (％) 
            1931 818 368,975   7.9 
1932 932 377,625 8,650 2.3 7.8 
1933 942 384,613 6,988 1.9 7.5 
1934 965 387,964 3,351 0.9 6.7 
1935 993 408,662 20,698 5.3 6.9 
1936 973 420,589 11,927 2.9 6.9 
1937 837 395,290 -25,299 -6.0 6.2 
1938 731 375,191 -20,099 -5.1 5.5 
1939 517 365,804 -9,387 -2.5 4.9 
1940 49 9,445 -356,359 -97.4 0.1 
      




かかわらず, 組合員数は 2 万 5 千余,  6 ％の減少
をしめす｡ 内務省警保局1938年 ｢社会運動の状
況｣ には, 日中戦争開始以来, 産業報国会への
参加を理由に組合解散がある, との記事が散見
される (p.592, 594)｡ もっとも, どのような組
合が解散したのかは, この年ではまだ記されて
ない｡ 




合, 組合員12,000の組織であろう｡ かの ｢溶鉱
炉の火は消えたり｣ で知られる大正以来の八幡
製鉄所労働組合も消えたのであった｡ その多く

















































組合があった｡ そのきっかけは, ILO 国際労働会
議への労働者代表の選出にあたり, 政府がにわか
に軍工廠に組合の結成を促したといわれるが (北
沢 ［1969］ pp.88－90), そしてその機能は温和な
ものといわれるが, なおたとえば1933年をとれば, 
期限付工で 6 ヶ月以上のものを ｢常傭工｣ にする
よう要求し, 実際に工廠側は5,000名の臨時工のう
ち1,000名を常傭工にしたなど活動していた｡ 
  さらに海軍関係では ｢海軍労働組合聯盟｣ があ
る｡ 1926年結成, 横須賀, 呉, 佐世保, 舞鶴, 広島, 
徳山, 平塚など海軍工廠あるいは燃料廠の従業員
を組織していた｡ 当時の組合員は32,319名をかぞ
え, 労働組合員数計の8.4％にのぼった｡ (以上 
｢昭和 8 年 (1933年) 労働運動年報｣ pp.74－76.) 
 2) ｢議会制度70年史 資料編｣ によれば (p.411), 
衆議院議員の歳費は, 1920年, 年額3,000円と改正
され, 以後敗戦まで変わっていない｡ 本文にも記




年額800円, 1899年, 年額2,000円に改定された｡ 










いるようであった｣ と記す (北沢 ［1969］ p.85)｡ 
また当時の総同盟のスタッフは手弁当であった, 





 4) その一例は中川与之助の一連の文献であろう｡ 
なかで労働者組織の機能にすこしでもふれている
のは中川 ［1942］ 第 2 章であろうが, まことに抽
象的な言辞に終始し, その実態をさぐっていない｡ 
ナチス労働戦線をあらたな労働組合とみるのはよ
いのだが (同, p.44), その機能をなんら探ってい
ない｡ ｢信任者会議｣ (かれは信任者協議会と訳す
が) ということばをあげるだけで, その機能を一
向に突っ込まず, ナチスの ｢原理｣ の抽象的な紹
介に終始する｡ 肝心の労働者の発言になんの関心
もないのである｡ 川田順の ｢老いらくの恋｣ にま
きこまれ注目されることが多く (奥さんを川田に




 5) 余計なことかもしれないが, いまの方には不案
内であろうから, 付け加えておく｡ 戦前の帝国大
学は日本国内だけをとっても 7 つあったけれど 
(他にソウルの京城帝国大学, 台北に台北帝国大学
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ではない｡ だが, ここで強調するのは, その発
言は技能を重視し, その向上と発揮を促すこと










分野であった｡ いわゆる先任権 seniority である｡ 
そこでは査定がない｡ まさに入社年月日順で昇













会がとぼしい｡ だが, 高度な仕事は限りがあり, 
そこにつく機会はだれにも開かれているわけで
はない｡ 選抜が欠かせない｡ また, 候補者のそ
れまでの技能のレベルがあまりに低いと, 高度












































及してきた, かの厳密な先任権方式 strict seniority
である｡ 入社年月日順に賃金のより高い仕事へ
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それはいま製造している量産車の製造経験に









れらの点は小池 ［2008］ に展開した｡ 詳細はそ
こに譲る｡) 
企業外へ広がる 


































































い｡ ただし, もっとも環境条件が似ているのは, 
製品市場を共通する産業別の範囲である｡ 
iii) 企業をこえたさまざまな主体への働きか
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計技術者の仕事である｡ だが, おなじ製品でも, 
そのこまかい点の配慮が相当に効率を左右する｡ 








































よく ｢社会的資格｣ さえきちんと設ければ, 
などといわれる｡ だが, いわゆる社会的資格は, 
高度な技能のばあいほとんど役に立たない｡ 弁
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詳細は小池 [2008] 第 2 章参照)｡ さきの想定は
とうてい首肯するわけにはいかない｡ 
第 3 , 以上のことは職場で働くひとの  ｢尊
































































































































れている (小池 ｢1978｣)｡ また ｢働く場での労
働組合｣ もその専従役員のサラリーは多く企業

























題はのこる｡ ただし, やや突き放していえば, 
問題のない社会など存在するはずもない｡ 
Hosei University Repository
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